
審決

無効２０１７－８０００５５

東京都千代田区九段南３－３－１８アシスト九段ビル４Ｆ
請求人 ウインセンス 株式会社

東京都新宿区西新宿１－２５－１ 新宿センタービル３１階 ＴＨ弁護士法人
代理人弁護士 高橋 淳

大阪府大阪市淀川区新高３－１０－１４
被請求人 株式会社 メディオン・リサーチ・ラボラトリーズ

大阪府大阪市北区中之島６丁目２番４０号 中之島インテス２１階 レクシア特
許法律事務所
代理人弁理士 田中 順也

大阪府大阪市北区中之島６丁目２番４０号 中之島インテス２１階 レクシア特
許事務所
代理人弁理士 水谷 馨也

大阪府大阪市北区中之島６丁目２番４０号 中之島インテス２１階 レクシア特
許事務所
代理人弁理士 迫田 恭子

大阪府大阪市北区中之島６丁目２番４０号 中之島インテス２１階 レクシア特
許法律事務所
代理人弁護士 山田 威一郎

大阪府大阪市北区中之島６丁目２番４０号 中之島インテス２１階 レクシア特
許法律事務所
代理人弁護士 柴田 和彦

　上記当事者間の特許第４９１２４９２号発明「二酸化炭素含有粘性組成
物」の特許無効審判事件について，次のとおり審決する。

結　論
　本件審判の請求を却下する。
　審判費用は，請求人の負担とする。

理　由
第１　請求の趣旨
　特許第４９１２４９２号の請求項１ないし５及び７に係る発明についての
特許を無効とする，審判費用は被請求人の負担とする，との審決を求める。
　
第２　主な手続の経緯等
　１　被請求人は，発明の名称を「二酸化炭素含有粘性組成物」とする発明
につき，１９９８年１０月５日を国際出願日とする特許出願（特願
２０００－５２０１３５号。先の出願に基づく優先権主張　１９９７年１１
月７日）の一部を新たに特許出願した。因みに，当該新たな特許出願の願書
に記載された特許出願人は株式会社メディオン・リサーチ・ラボラトリーズ
（以下「メディオン」という。），発明者は田中雅也（以下「田中」とい
う。）及び日置正人であった。
　２　本件特許出願については，特許第４９１２４９２号（請求項の数は



７。）として，平成２４年１月２７日，特許権者をメディオンとする特許権
が設定登録された。
　３　請求人ウインセンス株式会社（以下「ウインセンス」という場合があ
る。）は，平成２９年４月２１日，特許第４９１２４９２号のうち請求項１
ないし５及び７に係る発明についての特許（以下「本件特許」という。）に
対し特許無効審判を請求した。
　４　本件の審判長は，平成２９年５月２９日，請求人に対し，請求書にお
ける主張の内容を確認することを趣旨とする審尋をしたところ，請求人は，
同年６月１日付けで審尋に対する回答書を提出した。
　
第３　請求人の主張
　１　主位的主張
　本件特許に係る発明（以下「本件発明」という。）は，田中と坂田秀哉
（以下「坂田」という。）とが鐘紡株式会社（以下「鐘紡」という。）在職
中に職務発明として完成させたものであるから，鐘紡の職務発明規定に従
い，本件特許を受ける権利は鐘紡に帰属している。
　よって，メディオンによる本件特許に係る出願は冒認であって，本件特許
は特許法（以下，単に「法」という。）１２３条１項６号に該当する。
　２　予備的主張
　仮に，本件発明が鐘紡の職務発明に該当しないとしても，坂田も本件発明
の発明者であり，少なくとも坂田はメディオンに対して本件特許を受ける権
利を譲渡していない。
　そして，特許を受ける権利の帰属者は坂田及び田中であり，メディオンに
よる本件特許に係る出願は冒認であるから，本件特許は法１２３条１項６号
に該当する。
　あるいは，特許を受ける権利の帰属者は坂田及び田中から譲渡を受けたメ
ディオンであり，メディオンによる本件特許に係る出願は共同出願違反であ
るから，本件特許は法１２３条１項２号（法３８条規定違反）に該当する。
（審決注：請求書には，無効理由として，冒認出願のみの主張しか明示的に
はうかがえないものの，上記回答書における主張を含め総合勘案すると，請
求人は，共同出願違反も併せ主張すると解される。）
　
第４　合議体の判断
　１　特許無効審判の請求人適格を定める法１２３条２項は，同条１項２号
（特許が法３８条の規定に違反してされたときに限る。）又は同項６号に該
当することを理由として審判請求する場合にあっては，特許を受ける権利を
有する者すなわち真の権利者に限り特許無効審判を請求することができる旨
を定める。
　２　請求人は，上記第３＿１の主位的主張において，真の権利者は鐘紡で
あるから，メディオンによる本件特許に係る出願は冒認であると主張する。
また，予備的主張において，真の権利者は坂田及び田中，あるいは，坂田及
びメディオン（この場合，田中がメディオンに特許を受ける権利を譲渡した
ことを請求人は争わないと解される。）であると主張する。
　３　しかし，本件審判は，本件特許が法１２３条１項６号に該当するこ
と，あるいは法１２３条１項２号（法３８条規定違反）に該当することを理
由として請求されたものであるところ，その請求の理由において，真の権利
者は，主位的に鐘紡であると，また予備的に坂田及び田中あるいは坂田及び
メディオンであると主張するにもかかわらず，その請求は鐘紡や坂田などで
はないウインセンスによりなされたものである。しかも，ウインセンスが真
の権利者であることの主張立証はなく，それを認めるに足りる証拠もない。
　４　したがって，本件審判の請求は，法１２３条２項の要件を欠く不適法
なものであるといわざるを得ない。
　
第５　むすび
　以上のとおり，本件審判は，本件特許が法１２３条１項６号ないしは同項
２号（法３８条規定違反）に該当することを理由として請求されたものであ
るところ，請求人は，同条２項所定の特許を受ける権利を有する者に該当す
るものではない。そうすると，本件審判の請求は不適法であって，その補正
をすることができないものであるから，法１３５条の規定により，被請求人
に答弁書を提出する機会を与えることなく，審決をもってこれを却下すべき



である。
　審判に関する費用については，特許法１６９条２項で準用する民事訴訟法
６１条の規定により，請求人が負担すべきものである。
　よって，結論のとおり審決する。

平成２９年　７月　３日

　　審判長　　特許庁審判官 大熊 幸治
特許庁審判官 須藤 康洋
特許庁審判官 小川 慶子

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示）　　　　　　　　　　　　　　　
　この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日
（附加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、この審決に係
る相手方当事者を被告として、提起することができます。

〔審決分類〕Ｐ１１２３．０２　－Ｘ　　（Ａ６１Ｋ）

審判長　　　特許庁審判官 大熊　幸治 9042
　　　　　　特許庁審判官 小川　慶子 8014
　　　　　　特許庁審判官 須藤　康洋 8807


